
ハンズオン支援事業検討会に
おける検討状況

資料４



〇検討会は、次に掲げる事項について検討する。

（１） 新技術導入に関するハンズオン支援事業の実施に関する
こと
（２） 支援自治体、アドバイザーの公募要件の検討及び選定に
関すること
（３） ハンズオン支援事業が自立的に運営される体制の確立に
関すること
（４） その他必要な事項
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新技術導入に関するハンズオン支援事業検討会
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岩城 一郎 日本大学工学部 土木工学科 教授

植野 芳彦 富山市 政策アドバイザー

長井 宏平 北海道大学大学院 工学研究院 教授

堀田 昌英 東京大学大学院 工学系研究科 教授

＜委員長＞ （五十音順、敬称略）

久田 真
東北大学大学院工学研究科
インフラ・マネジメント研究センターセンター長

＜委 員＞

専門家の派遣によるハンズオン支援

新技術導入をはじめとする維持管理業務のノウハウを助言するため、
専門家派遣による自治体支援を検討中

＜関連する機関・施策＞
⚫ ＳＩＰ
⚫群マネ
⚫ インフラメンテナンス国民会議
⚫土木学会 等

連携

自治体
専門家

（アドバイザー）

事務局（国土交通省）
自治体と専門家との

仲介

派遣

〇インフラメンテナンスに関する新技術の活用促進について、専門家の派遣を通して、 新技術の導
入・維持管理業務に関するノウハウの蓄積や技術力の向上を図る。

〇また、モデル自治体への支援を通して、産学官の多様な主体が連携して、地方自治体を自立的に支
援する体制の構築について、検討を進める。

１３モデル自治体及びアドバイザーを選定し、試行中（ R5～R7年度）



「人の群マネ事例集（仮称）」の作成方針
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○ 自治体職員を対象として、職員一人一人のパワーアップを図るべく、既存組織による自治体支援や
アドバイザー派遣、さらに人材育成等について、具体的な事例とポイントを解説する。

※ 「群マネ入門超百科（群マネの手引きVer.1）」の姉妹版（「６．人の群マネ」を深掘り解説）。
※ハンズオン支援事業から得られた教訓（マッチング等）は報告書として別途収録（支援スキーム検討に活用）。

「人の群マネ事例集
（仮称）」

「群マネ入門超百科
（群マネの手引きVer.1）」

⚫ 「群マネ」ってなんだ？
⚫ 先行事例のひみつを大解剖
⚫ 明日からつかえるQ＆A付き

入門超百科群マネ

「インフラ老朽化の脅威から、われらのまちを守れるか？」

人手不足時代に束でたちむかう、

新たなヒーロー大集合

イラスト：国土交通省ウェブマガジン
「Grasp」寡黙なヒーロー

姉妹版

⚫ 人材育成の奥義
⚫ アドバイザーの召喚術

育成本人の群マネ

「インフラ老朽化の脅威から、われらのまちを守れるか？」

人手不足時代に人でたちむかう、

ヒーローたちのレベルUP

（イメージ）

⚫ 群マネのコンセプト
⚫ 群マネのメニュー（類型、先行事例等）
⚫ 実施プロセス（ステップ、QA等） 等

⚫ 人の群マネのコンセプト
⚫ 自治体支援事例（既存組織、アドバイザー派遣）
⚫ 人材育成事例 等

（表紙イメージ）

「人の群マネ事例集」



「人の群マネ事例集（仮称）」の骨子案
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○ 群マネや新技術導入等の素地となる「人の群マネ」を推進するため、人の群マネのコンセプトや支援メニューのラ
インナップ等を解説した上で、研修やアドバイザー派遣、人材育成等の具体事例を紹介する。

章 見出し 記載概要

１．はじめに ⚫ 「人の群マネ」のコンセプト ・周りに技術系職員がほとんどいない自治体にとって、所属の枠を
越えて技術者が「個人」としてつながる「人の群マネ」が重要。一人
一人の職員が横のつながりを得て、質的にパワーアップしていくこ
とが期待される。

２．支援メニューのラインナップ ⚫ 自治体の課題ステータス

⚫ 支援メニューのラインナップ

⚫ 伴走支援の流れ

・自治体の課題ステータスとしては、「何が課題かも分からない」、
「課題への解決手法が分からない」、「解決手法の実施ノウハウが
不足している」という３段階に分けられる。
・自治体支援メニューとしては、自治体職員へ学習機会（研修や交
流等）を提供することや、自治体職員へ伴走支援（アドバイザー派
遣等）することが挙げられる。

３．「外」からのレベルアップ術
（研修、アドバイザー派遣等）

⚫ 既存組織による自治体支援
事例

⚫ アドバイザー派遣による自
治体支援事例

具体事例のポイントを解説。

＜事例案＞
・KOSEN-REIM、岐阜ME（岐阜大学）、四国ME（愛媛大学） 等
・都道府県建設技術センター
・ハンズオン支援事業のアドバイザー派遣事例

４．「内」からのレベルアップ術
（人材育成、交流等）

⚫ 人材育成事例

⚫ 職員交流事例

具体事例のポイントを解説。

＜事例案＞
・富山市 等
・そらゑ



自治体支援体制の構築に向けた検討原則
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○ 継続的な自治体支援体制の構築に向けて、機能やスキーム等を検討するに当たって、以下を原則
として留意する。

◎市町村が真に求める「コンテンツ」を提供する。
（自治体が求めていないことでやった感は出さない）

◎既存組織による自治体支援の活動をリスペクトして、屋上屋と
ならないよう、「足らざる機能」をカバーする。
（横の活動をつなげる役、自治体へのカウンセリング役等）

◎類似の市町村支援スキームを分析して、「ワークするスキーム」
を構築する。
（地方整備局のマンパワーや市町村支援のノウハウ等も考慮する）



自治体支援体制の構築に向けた機能とスキーム（イメージ）

①「アドバイザー」の束 ②「研修・視察」の束 ③「新技術」の束

②派遣依頼

人材バンク
（事務局）

⑤アドバイザーの
派遣（伴走支援）>>>

群マネサポーター

自治体

①人材バン
クへの登録

③カウンセ
リング

④マッチング、
派遣依頼

個人サポーター
行政（OB含む）、学識者、

コンサル等

団体サポーター
土木学会、大学（ME等）、高専
（KOSEN-REIM等） 等

３つの機能に対応する事務局をデザインすることで、自治体支援を「束」で推進
⇒アドバイザー等を担うプレイヤーを「群マネサポーター（仮称）」として公募・認定

求められる事務局機能

⚫ 人材バンクの管理・運用
⚫ 自治体へのカウンセリング役（課題の解きほぐし等）

求められる事務局機能

⚫ ポータルサイトの管理・運用
（サポーターと連携しつつ、主体的にお役立ち情報を収集）

求められる事務局機能

⚫ ニーズ・シーズの親和性が格段に高いマッチング
イベントの企画・運営

新技術
マッチング
（事務局）

③新技術等の
マッチング・群導入>>>

群マネサポーター

自治体

①新技術の
登録・審査

②テーマ別
イベントへの
参加

②テーマ別
イベントでの
技術紹介

個人サポーター
行政、学識者、コンサ

ル等

団体サポーター
新技術等の民間企業 等

②検索・
申し込み

研修・視察
ポータルサイト
（事務局）

③研修・視察
を提供>>>

群マネサポーター

自治体

①研修・視察
の登録

団体サポーター
土木学会、大学（ME等）、高専（KOSEN-REIM等）、都道府県建
設技術センター、先進自治体 等

既存プレイヤーの課題

・対象自治体へアプローチし
切れているか分からない
・課題の特定が終わってい
ないと支援がマッチしない

等

市町村の課題

・何が課題かも分からない
・解決方法も誰に頼ってよい
かも分からない

等

既存プレイヤーの課題

【研修実施団体】 参加者が
思うように集まらない
【先進自治体】 バラバラと視
察が来て負担が大きい

等

市町村の課題

・いつ、どこで、どんな研修
や視察が実施されているか
把握し切れておらず、参加
機会を逃している

等

既存プレイヤーの課題

・小規模自治体へバラバラと
営業するのは手間がかか
る割に、成約しても受注規
模が小さい

等

市町村の課題

・どんな種類の新技術があ
るか分からない
・１自治体だけで導入しても
コストが合わず足踏み

等

【自治体の課題をカウンセリングで
解きほぐしてから、アドバイザーを派遣】

【全国各地の研修・視察情報を
ポータルサイトでワンストップ検索】

【課題が共通する自治体の群へ、
企業がまとめて技術紹介
（群での導入も促進）】

①ニーズの
カウンセ
リング
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（参考） 内閣府：ＰＰＰ/ＰＦＩ専門家派遣制度

○ 内閣府（PPP/PFI推進室）は、PPP/PFI事業に取り組む自治体等を支援するため、専門家を派遣す
る制度を運用（専門家は個人、団体いずれのパターンも有り）。

※マッチング機能：有り（内閣府が自治体からの申込みを受けて専門家へ依頼）、旅費・謝金：内閣府が負担

6

□ 団体
□ 個人



（参考） 国土交通省：ＰＰＰサポーター・ＰＰＰパートナー制度

○ 国土交通省は、PPP/PFI事業に成果を上げてきた実務者（個人）を「国土交通省PPPサポーター」と
して、 PPP/PFIの普及・啓発を推進する民間企業等を「国土交通省PPPパートナー」として認定。

※マッチング機能：無し（リスト掲載のみで自治体が専門家へ直接依頼）、旅費・謝金：依頼自治体が負担

ＰＰＰサポーター制度、ＰＰＰパートナー制度

ＰＰＰサポーター制度

○こんなお悩み・ご希望ありませんか？

・ＰＰＰ/ＰＦＩを検討したいが、庁内にノウハウがなく、相談先もありません。
・職員がＰＰＰ/ＰＦＩについて考えるきっかけとして勉強会を行いたい。
・先進的な事例に携わった人に自治体まで来てもらって、いろいろ意見を
聞きたい。

地方公共団体

相談・依頼

・メール相談

・電話相談

研修会講師
ファシリテーター

等※

・オンライン相談

・派遣支援

その他にも様々なサポートが
可能です！

・・・等

・職員にＰＰＰ/ＰＦＩに関するセミナーに参加してもらいたい。
・ＰＰＰ/ＰＦＩ参画実績のある民間事業者や金融機関の話を聞きたい。
・職員が検討を進めるにあたっての相談相手が欲しい。

各々の強みを活かして、地方公共団体、民間企業等を対象
としたPPP/PFIに関するセミナーを開催します。セミナー
の参加費は無償です。

セミナーパートナー

地方公共団体及び民間企業等を対象に、無償での個別の融資
等に関する相談やPPP/PFIに関する参加費無料のセミナー及
び勉強会を実施します。

金融機関パートナー

地方公共団体及び民間企業等を対象に、無償での個別の事業
等に関する相談やPPP/PFIに関する参加費無料のセミナー及
び勉強会を実施します。

個別相談パートナー

・PPP/PFI事業に関するデータベースを提供します。
地方公共団体は無償でご利用いただけます。

・公的不動産に関するデータベースを無償で公開します。

データベースパートナー

ＰＰＰパートナー制度

※令和７年度の実績：データベースパートナー（3社）、セミナーパートナー（8社）、
金融機関パートナー（15社）、個別相談パートナー（60社）

サポート

サポーター

これまでPPP/PFI事業において成果をあげてきた実務者（自
治体職員、学識者、民間事業者職員）を任命しています。

※令和６年度の実績：計66名
地方公共団体等職員：18名、学識経験者：5名、
民間企業等職員（コンサル）：27名、民間企業等職員（事業会社）：16名

サポーター※

サポート方法
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（参考） 国土交通省：ＰＰＰサポーター一覧
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⚫ ＰＰＰサポーター一覧



（参考） 国土交通省：ＰＰＰパートナー一覧
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⚫ ＰＰＰパートナー一覧



（参考） 国土交通省：ＰＰＰサポーター・個別相談パートナーの例
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⚫ PPPサポーターの例 ⚫ PPP個別相談パートナーの例

自治体、学識、民間企業等のサポーターの紹介票を
掲載（共有できる知識・経験、活動実績等）

対応可能な地域や対象分野について、
一覧表と紹介票を掲載



（参考） 国土交通省：ＰＰＰセミナーパートナーの例

11
自治体からの発表や個別相談会を開催

（全国７エリアで開催）

⚫ 公民連携Dチャンネル（主催：大和リース株式会社） ⚫ 官民連携基礎講座（主催：ベックス株式会社）

国土交通省職員も講師として登壇
（後援 国土交通省）



（参考）研修や視察に関するポータルサイトの事例①

⚫ J-Net21（独立行政法人中小企業基盤整備機構）

出所）独立行政法人中小企業基盤整備機構「J-Net21」（https://j-net21.smrj.go.jp/）
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フリーワード・カテゴリ・地域からセミナー・イベント等を検索可能 開催日とともに検索結果を一覧表示



（参考）研修や視察に関するポータルサイトの事例②

⚫ Shisaly（株式会社ONE TERASU）

出所）株式会社ONE TERASU 「Shisaly」（https://www.shisaly.com/）
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参加したい視察に関する情報を
フリーワード・カテゴリ・地域・予算など

から、検索可能



（参考）研修や視察に関するポータルサイトの事例③

⚫ 中部自治体支援ポータルサイト（中部地整）

出所）国土交通省中部地方整備局「中部自治体支援ポータルサイト」（https://drmtpo.cbr.mlit.go.jp/index.html） 14

維持管理フローの軸（点検・診断・措置・記録）と
産学官の軸により、

自治体支援メニューをマッピングして表示



（参考）インフラメンテナンス国民会議の新技術マッチング

15出所）インフラメンテナンス国民会議近畿本部フォーラム（https://infurakinkihonbu.jp/activities/info-wg）

事務局が施設管理者のニーズを調査・収集し、
ニーズと民間企業等が保有する技術（シーズ）の仲介役として働きかける

⚫ インフラメンテナンス国民会議 近畿本部フォーラム（情報ワーキンググループ）
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